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Abstract
ThenumberofNonSchoolAttendanceinprimaryandjunior-highschools,increasingnationwide
forseveralyears,turnedtodecreaseafterthepeakin2001andkeptagradualdecreaseforfour
years.However,itincreasedagainin2006and2007.Thedifferentsituationfromthe1990sisthat
therecentincreaseisnotnationwidebutsomeprefectureshavekepttheirgradualdecrease.It
suggeststhatsomeprefecturesexecutedeffectiveinterventiontoreducethenumberofNon
SchoolAttendancebutthatothersdidnot.
TheinterventionofNonSchoolAttendancecanbeclassifiedintwoways,reactiveandproactive.
TheformeristhereactionagainstNonSchoolAttendancechildrenwithmainlypsychologicalcare
andsupportsthemtocomebacktoschoolandsociety.Thelatteristheproactiveactionagainst
SchoolAttendancechildrenandreducesthenumberofNonSchoolAttendance.However,the
differencesbetweenthemwerenotrecognizedbefore'TheResearchonNonSchoolAttendancein
Grade7'byNIER.ItmeansthattheinterventionofNonSchoolAttendancewasmainlythe
reactiveway.
Thisarticlewillreconsider`TheResearchonNonSchoolAttendanceinGrade7'byNIERand
recommendwhattheinterventionagainstNonSchoolAttendanceshouldbe.
は じめに
文部科学省 が毎年行 ってい る 『児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸 問題 に関す る調査』(いわ ゆ
る 『問題行動調査』)によれば、全国の小 中学校 の不登校児童生徒数は、平成13年度の小学校26,511
名、 中学校112,211名、計138,722名をピークに、平成14年度か らの4年 間は漸減傾向に転 じ、平成
17年度には小学校22,709名、中学校99,578名、計122,287・名 になった。しか しなが ら、平成18年度か
らは再び漸増傾 向 とな り、平成19年度は小学校23,927名、中学校105,328名、計129,255名へ と増加
してい る。 ただ し、平成13年度 まで と異な るのは、一部 の都道府 県においては この2年 間について
も減少傾 向が続いてお り、都道府県 による差 が際だってきた点である。 もちろん、減少 しなかった
都道府 県が不登校 対策 に取 り組 まなかった とは考 えに くい。平成18年秋のい じめの社会問題化の時
期 を除けば、ほ とん どの学校 関係者 に とって不登校対策 は生徒指導上 の最優先課題のはず だったか
らで ある。 そ うである とすれば、都道府 県教育委員会や市町村教育委員会、あるいは学校 が実施 し
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てきた対策 の違いに よ り、増加 か減少かが分 かれた もの と考 え られ よう。すなわち、不登校児童生
徒数の減少 に結びつ く対策 と、結びつかない対策 とで明暗が分かれ たもの と考 え られ る。
本稿 では、国立教 育政策研 究所生徒指導研究セ ンターが平成14年度 か ら16年度 にかけて実施 した
「中1不 登校調査」を取 り上げ、それ が明 らかに したエ ヴィデ ンスevidence(科学的な根拠)、そ し
てそれに基づいて提言 された対策例、さらにその対策の実効性 を紹介 しつつ、「中1不 登校調査」と
い う研 究が教育政策や教育実践に何 をもた らしたのかを再考 したい。そ うす ることで、不登校児童
生徒数の減少 を 目的 とした対策 は どうあるべきかを、改めて提示できる と考えるか らである。
1.問 題 の所 在
(1)事後的な対応 と未然防止の対策
不登校対策 と一 口に言 うものの、そ こには対象や 目的を大 きく異 にす る二通 りの対策 が存在 して
いる。一つ は、「不登校 になった児童生徒」を対象 とす るもので、主に心理的なケア等 によって学校
復帰等を支援す る取組 である。 これ を、事後 的にな され る 「不登校児童生徒対応」 と呼ぶ ことにす
る。も う一つ は、不登校児童生徒の出現 を抑 えることで不登校 の減少 を 目指す取組 で、「不登校 にな
っていない児童生徒 」や 「不登校 になる前の児童生徒 」を対象 とす るものである。 これを、未然防
止 のための 「不登校 問題対策」 と呼ぶ ことにす る。
しか しなが ら、平成15年の 『中1不 登校生徒調査(中 間報告)』の公表以前には、後者 の未然防止
の 「不登校 問題対策 」を具体的な形 で提案 した例はな く、そ もそ も両者 を明確 に切 り分けて考 える
ことの必要性す らきちん とは理解 されていなかった可能性 が高い。 そのよ うに言い切 る根拠 は、平
成4年3,月の 「学校不適応対策調査研究協力者会議」による報告書 が出た後、平成15年4月の 「不
登校問題 に関す る調査研究協力者会議」に よる報告書が出る くらいまでの十年 ほ どの問、都道府 県
教育委員会や市町村教育委員会 、あるいは学校 が行った不登校対策 の多 くが、前者の事後 的な 「不
登校児童 生徒対応 」か、せいぜ いその延長線上 の取組 に とどま り、それ らとは一線 を画す未然防止
の 「不登校 問題対策 」に関心が向け られ ることは稀だったか らである。(1)
こ うした不登校 対策 の偏 りは、その十年 ほ どの間に不登校の数 がそれ以前 と変 わ らぬペー スで増
加 し続 け、結果的に倍増 して しまったことと無 関係 ではなかろ う。 なぜな ら、事後的な 「不登校児
童生徒対応」 で不登校 が減 ることは、あま り期待で きないか らである。その理 由は次項で説 明す る
として、不登校の数 が減 る兆 しがなかったに もかかわ らず、十年 に もわたって事後的な 「不登校児
童生徒対応」 が不登校対策の中心であ り続 けたのはなぜ なのだ ろ うか。
当時、義務教育段 階で不登校 になった児童生徒 に対 して、なにが しかのケアが必要 と考 え られて
いた ことは言 うまで もない。 しか しなが ら、そ うしたケアの必要 性が強 く意識 された ことだけで、
事後的な 「不登校児童生徒対応 」中心の不登校対策が続 いた とは考 えに くい。む しろ、そ こにはあ
る種の 「誤解」、そ うしたケアを充実 させていけば不登校 も大 きく減 ってい くに違いない とい う認識
が存在 し、それが不登校対策の見直 しを遅 らせ てきた原 因 と考 えるほ うが 自然 なのではないか。
この見方 を裏付けるもの として、その時期 、い くつ もの 自治体が、不登校 を減 らすための施策 と
銘打 って、 自治体裁 量によるスクールカ ウンセ ラー等の増員 を行 ったこ とを例 にあげ ることがで き
よ う。そ して、近年 、不登校児童生徒数が再び増加 に転 じてい るの も、そ うした 「誤解 」に近い認
識 に基づいた施策が繰 り返 されていることと無 関係 ではあるまい。(2)さらに、行政 レベル か ら学校
関係者 、と りわけ不登校児童生徒対応 に直接携 わってい る人 々に 目を転 じる と、「事後的な対応の充
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実 こそが、不登校 を減 らす ことも含 めた最善の不登校対策 である」 とい った認識 が、彼 らの 自負心
とともに、未だ根強い ことも窺 える。
(2)2つの不登校対策と不登校児童生徒数
しか しなが ら、先 に触れた とお り、事後的な 「不登校児童生徒対応」、すなわち不登校 になった児
童生徒に対す るケアが不登校 の大幅 な減少 を もた らす とい うことは、あま り期待 できない。そ もそ
も 「不登校児童生徒数」 とい うのは、30日以上 の長期欠席 を した児童生徒の うち、その理 由が 「不
登校」に当たる者 を指す。マス コミを賑わす のは、前年度分のそ うした数字の増減の話である。一
方、事後 的な 「不登校児童生徒対応」 とい うのは、やは り欠席 日数 が30日を超 えたか、若 しくは超
えそ うになってい る、今年度の児童生徒 を対象 にな され るこ とが普通 である。
この事後 的な 「不登校児童生徒対応」 と 「不登校児童生徒数」の関係は、次のよ うになる。1人
の児童生徒 の欠席 日数 が30日を超 える と、その時点で不登校児童 生徒 が1人 として数 えられ る。た
とえ、この児童 生徒 が適切 な対応 によって年度内に再登校できた として も、この数 自体は消えない。
もちろん、登校状態が翌年 も続 けば、翌年度 の不登校児童生徒 は今年度 と比べ て1人 減 る。だか ら、
事後的な 「不登校児童生徒対応」が 「不登校児童生徒数」の減少 に貢献 しないわけではない。だが、
それは 「±0」 とな るだけで、大き く減 りは しない。反対 に、 この児童生徒の不登校状態が翌年度
まで継続 しても、数 は増加 しない。前年度 と同 じ1人 分 として数 え られ るだけだか らである。つま
り、新たに不登校 になる児童生徒 がいなけれ ば、「不登校児童生徒数」は増 えないのである。
誤解 の無 いよ うに断ってお くが、筆者 は事後的な 「不登校児童 生徒対応 」が無意味である とか不
要 であると主張 したいわけではない。 どの よ うな未然防止策 を講 じた ところで、ある程度 の不登校
児童生徒 は出現 して こよ う。そ うした児童生徒のケアは必要である。一方、「不登校児童生徒数」を
計上す ることが無意 味であるとかそれ に基づ く議論が不 毛であると主張 したいわけで もない。 この
数字が不登校 とい う視点で切 り取 られた学校教育の課題 を示す一指標 であることは間違 いない。そ
の増減を問題 にす ることは重要である。 しか し、両者 を安易 に結 びつ け、ま るで事後的な 「不登校
児童生徒対応」が 「不登校児童生徒数」の大幅 な減少 を もた らすかのよ うな 「誤解」 とも言 える認
識 に立った不登校 対策 のみ を展 開 し、未然防止 のための 「不登校 問題対策」が後 回 しに され てきた
ことで、結果的 に、不登校の児童生徒 を増や し続 けてきた 自治体が少 な くない とした ら、その不見
識 は改め られ、適切 な施策が講 じられ るべきであろ う。
「不登校児童生徒数」、事後的な 「不登校児童 生徒対応 」、未然 防止 の 「不登校 問題 対策」 とい う
三者の関係 を正 しく理解 して もら うために、あえて極端 な例 を示 そ う。新たに不登校にな らない画
期的な未然 防止の 「不登校問題対策」が見つかった と仮定す る。 この時、事後 的な 「不登校児童生
徒対応 」を一切行わなかった として も、9年後には小 中学校 の 「不登校児童 生徒数」はゼ ロになる。
なぜな ら、中学校 を卒業す る年齢 になれば、不登校児童生徒 として数 え られ ることはないか らであ
る。つま り、中学校3年 生の不登校児童生徒 が学校復帰 できるか ど うか とは無 関係 に、その分の数
字 は、毎年 、必ず減 る。不登校状況 が解 消 したか どうか とい うのは、不登校児童生徒に とっても、
事後的な 「不登校児童生徒対応」を行 う者 に とって も、極 めて重大 な問題 であろ う。 ところが、「不
登校児童 生徒数」の増減 とい う点だけで見れば、それは必ず しも大 きな問題ではない。「不登校児童
生徒数」を直接 に減少 させ るのは、新たに不登校 にな る児童生徒 に対 してであれ、前年度 の不登校
児童生徒 に対 してであれ(3)、今年度 に30日以上の欠席 をさせ ないための 「不登校 問題対策」なので
ある。(4)
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(3)「失われた十年」の背景
2つの不登校対策 の違い を理解せず、事後 的な 「不登校児童生徒対応」の充実 で 「不登校児童生
徒数」を大 き く減少 させ られ るかのよ うに 「誤解」 し、一 向に変わ らない状況 を 目の 当た りに しな
が らも、それ は対応 が未 だ不十分 だか らと信 じ続 け られ てきたのが、先 にも触れ た平成4年 か らの
10年ほどの間、「失われ た十年」とで も呼ぶべ き期 間である。それ に して も、学校復帰できた数 と新
規 に不登校 になった数 とを見比べれ ば、事後 的な 「不登校児童生徒対応」が劇 的に うま くな されな
い限 り、「不登校児童生徒数」が減 ることはない ことは、容易 に予想 できたはずである。学校現場や
教育委員会 は、なぜ 、そ うした点に気づかなかったのだろ うか。
この点について、不登校 になった児童生徒 に直接に働 きかける位置 にいた学校 関係者 を責 めるの
は酷か も知れ ない。 そもそ も各学校 レベル にお ける不登校 の出現数 は、客観 的な数字に基づいて分
析 できるほ ど多 くはない。小学校 で言 うな ら1校 に1人 か2人 、中学校で も1学 級 に1人 くらい と
い う出現率では、 よほ ど強い問題 関心 を持 ってデー タを蓄積 しない限 り、全体 の傾向 を掴む こ とは
できない。 その うえ、数 が少ない とい うことは、個々の児童生徒 の特殊事情 も関係者 の努力や苦労
もよ く見えるこ とを意 味す る。す る と、不登校 にな る理 由にも、学校復帰できない理 由に も、簡単
に納得 しがちにな る。担 当者 が熱心 であるほ ど、 目の前 の子 どもか ら距離 を置 いた見方ができにく
くな り、事後的な 「不登校児童 生徒対応 」中心 の対策の限界 には気づ きにくくなる。
一方、全 中学校 の不登校生徒 が60名を超 える規模 の 自治体で不登校対策 を講 じる立場にあった者
な ら、「不登校児童生徒数」の動 向も把握 できたはず である。だか ら、数が減 らない実態が見えて然
るべ きであった と言 える。その時期、「不登校児童生徒数 」は、毎年 、着実に増 え続 けていたか らで
ある。 しか し、 この場合 でも、前項 で説明 したよ うな 「不登校児童生徒数」の特徴 を正 しく理解 し
ていなけれ ば、前年度 の数字を前 々年度 と見比べ、その増減で一喜一憂す る、数字が減 った学校は
よい取組 を行 った と考 える、 といった 「誤解」 を してきた可能 性は高い。た とえば、あ る中学校の
不登校 生徒 の数が大き く減 った としても、数字 を精査 しなければ、それが取組 の効果 と言 えるか ど
うかは分か らない。前述 した とお り、3年 生の不登校 生徒 が異常に多 かった中学校の場合 、取組の
善 し悪 しにかかわ らず 、翌年度 の不登校生徒数 は減少 して当然だか らである。取組の効果 を判断す
るには、総数 ではな く個 々の学年群(コ ホ0トcohort)の推移 を比較す る必要 があるが、 どれだけ
の教育委員会 がそれを理解 していたかは疑わ しい。(5)
2.「中1不 登 校 調査 」
平成15年8.月に発表 された 『中1不 登校調査(中 間報告)』は、前節 で見てきたよ うな教育委員会
や学校 関係者 の従来か らの認識や知識、状況 に対 して一石 を投 じることになった。 中学校1年 生の
不登校児童生徒数の出現実態を明 らかに し、その減少 には事後的な対応 よ りも不登校児童生徒の出
現 を抑える未然防止 の対策が必要 であること、すなわち 「不登校 になった児童生徒」 を対象 とした
対応ではな く、「不登校 になっていない児童生徒」や 「不登校 になる前の児童生徒 」を対象 とした対
策 が必要であることを指摘 し、そのための具体的な対策例 も提言 した。 しか も、翌年、翌々年 と引
き続 き行 われた調査では、同様 の結果 を再確認す るとともに、提言 に沿 った一連 の取組 を行 うこ と
で不登校児童生徒数 が減少す ることも実証 し、そ うした結果 を紹介す るパ ンフ レッ トも平成16年と
平成17年に作成 された。
だが、 こ うした 「中1不 登校調査」の指摘 を正 しく受 け とめて 「不登校問題対策」に取 り組んだ
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教育委員会や学校 ばか りではなかった らしい ことは、前節 までの議論 か らも明 らかであろ う。以下
では、改めて 「中1不 登校生徒調査」 について紹介 ・解説 してい くことに しよ う。
(1)調査 の 目的
この調査 は中学校1年 生時の不登校生徒 に焦点 を絞ってな されている。その理 由は、①不登校児
童生徒数 を減少 させ るには未然 防止 が不可欠 なこ と、②不登校の増加 が著 しいのは小学校6年 生か
ら中学校1年 生 にかけてであること、による。すなわち、小学校6年 生か ら中学校1年 生にかけて
の不登校増加 のメカニズムが明 らかにな り、その未然防止 に効果 のある対策 が見つかれば、不登校
児童生徒数 を減 らす ことができる。その際、全学年の不登校児童生徒 の総数 に着 目して前年度 と比
較す る分析 では、不登校児童生徒 の卒業 に伴 う 「見せ かけの減少」に惑わ され 、実態 の把握や分析、
取組効果 の検証 を行 うことは困難 である。 きちん とした比較 を行 うためには、た とえば平成13年度
の中学1年 生 とい う同一 コホー トの前年度 か らの推移 に着 目した分析や対策 が必要 にな るか らであ
る。そ こで、1年 次 目(平成14年度)は、平成13年度の中学校1年 生の不登校児童生徒の実態 を把握
す る とともに、彼 らの小学校4年 生 か ら6年 生 までの状況 との関連 を分析 し、その結果 を踏 まえた
未然防止 の取組 を提言す ることを 目的 として調査が行 われ た。そ して、続 く2年 次 目(平成15年度)
と3年 次 目(平成16年度)は、提言 された取組 の未然防止 の効果 を検証す るため、平成14年度 と平成
15年度の中学校1年 生の不登校 の実態 を同様 の仕方で把握す るとともに、その差 をもた らした取組
を特定す る ことを 目的 として調査 が行われた。
(2)調査 の内容 と方法
平成14年に実施 した 「平成13年度 中1不 登校調査」では、 中学校1年 生時の不登校の実態 を把握
す るため、平成13年度に不登校 になった中学校1年 生の生徒全員 に関す る 「生徒調査」を実施 した。
その内容 は以下 に示す①～④の項 目であ り、回答者 は各学校の不登校 の担当者 にお願 い した。
① 中学校1年 生時の.月別欠席状況
②小学校4年 生時か ら6年 生時の欠席状況
③不登校 の態様(き っかけ と継続 の理 由)
④ 当該生徒 のおおまかな学力
①② については、いわゆる 『問題行動調査』 で 「不登校」 の扱 いにな らない 「病気」や 「その他」
を理 由とす る長期欠席 の 日数、保健室や校長室 な どの学級以外の場所 で授 業を受 けた、いわゆる別
室登校 の 日数、遅刻や早退が 目立つ場合にはその 日数 、について も調べた。③ については、いわゆ
る 『問題行動調査』の項 目に準 じた選択肢 とし、複数 回答 とした。④ については、調査票 を記入 し
た教師に判 断を委ねた。 なお、生徒調査 と併せ て、各学校 の学級数 ・生徒数等 を尋ねた基礎資料 を
入手 した。学級規模等 の影響について検討す るためである。
また、平成15～16年度 には、平成14年度 と平成15年度 の中学校1年 生の不登校 の実態を把握す る
ため、上記 と同 じ 「生徒調査」を実施す るとともに、平成14年度 と比較 した平成15年度 の中学1年
生 の不登校生徒数の増減 に影響 を及 ぼ した取組 を特定す るため、学校の取組状況について尋ね る「対
策等実施状況調査」を実施 した。 その内容 は以下 に示す①～⑤の項 目である。
①平成15年3.月頃 に本研究所か ら教育委員会 を経 由 して各学校 に提供 された、平成13年度の 中
1不登校生徒 に関す る内部資料(調 査結果や取組例等)(6)の認知及び活用状況
②平成15年度新 中学校1年 生の小学校4～6年 生時の欠席状況の入手及び活用状況
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③平成15年度1学期の取組状況
④平成15年度夏休みの取組状況
⑤平成15年8.月下旬に発表された 『中1不登校生徒調査(中 間報告)』の認知及び活用状況
(3)調査 の対 象 と時期
大 阪府 、岡 山県 、福 岡 県 、宮崎 県(以 下 、4「 県 」 と表 記)内 の114市町 村 に あ る公 立 の全 中学校
に在i籍す る生 徒 の うち 、不 登 校 を理 由 と して30日以 上 の欠 席 を した1年 生 全員 。基本 的 に100%の回
収 率 と考 え る こ とが で き る。
・平成13年度 「生徒調 査」:平成14年12.月に調 査 を依 頼 、1,633名(411校)の結果 を回収。
・平成14年度 「生徒調 査」:平成15年7.月に調査 を依 頼 、1,445名(407校)の結 果 を回収。
・平成15年度 「対策 等実施状 況調査 」:平成16年1.月に調 査 を依頼 。
・平成15年度 「生徒調 査」:平成16年7.月に調査 を依 頼 、1,475名(408校)の結 果 を回収。
(4)「生徒調査」の集計手順
まず、小学校4～6年 生時の欠席 日数 と保健室等登校 の 日数 を単純 に加 算す る。また、遅刻早退
の 日数が報告 されている場合には、それ を半 日分の欠席 として加算す る。 これ は、理 由の如何 を問
わず、長期の欠席や頻繁な遅刻早退は、「不登校」による長期欠席 と同様 、学校 生活への適応 にマイ
ナ スに働 くと考 えられ るた めである。
次 に、その数字に基づ き、各学年 の状況を以下の よ うに分類す る。
区 分 小学校4～6年 の各学年の状況
不登校相当 欠席 日数+別 室登校等 日数+(遅 刻早退 日数 ÷2)=30日以上
準不登校 欠席 日数+別 室登校等 日数+(遅 刻早退 日数 ÷2)=15日以上30日未満
さらに、各学年の状況 か ら、小学校時の状況(以 下 「小学校状況」)を以下の よ うに分類す る。
区 分 小学校4～6年 生の3年 間の状況
経験あり ・3年間の問に一度で も 「不登校相 当」 に該当 した
・3年間 とも 「準不登校 」に該 当 した
経験なし ・3年間 とも 「不登校相 当」 「準不登校」のいずれに も 該 当 しなかった
情報なし ・小学校時の情報 がない
中 間 ・上のいずれに も該 当 しない
(5)「生徒調査」か ら得 られた主たる知見
平成13年度 の 「生徒調査」に よって得 られ た知見の中で、 とりわけ重要な ものが二つある。その
一つは、小学校か ら中学校 にかけての不登校 の増加傾 向が、従来考 え られていたもの よ りも、ずっ
と小 さい とい う点である。いわゆる 『問題行動調査』で示 されてきた数字か らは、都道府県 によっ
て差は見 られ るものの、中学校 の不登校生徒数 は小学校 の不登校児童数の5～6倍(6年 間 と3年
間の在i籍期 間を考慮す るな ら10～12倍相 当)、中学校1年 生 の不登校生徒数は直近 の小学校6年 生の
不登校児童数 の2倍 か ら3倍 と考 え られてきた。いずれ に して も、小学校か ら中学校に移行す る段
階で大幅に数字が増 える形 になってお り、いわ ゆる 「中1ギャップ」等 として問題視 された り、中学
校 に問題 がある証拠 と見 なされた りしてきた。
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ところが、 「生徒調査」の結果か らは、小学校 と中学校のギャ ップは1.3倍か ら2倍 程度 であるこ
とが明 らかになった。 図1か ら分 かる とお り、平成13年度 の中学校1年 生の不登校生徒 の うち、半
数以上の51.3%は小学校状況が 「経験あ り」群、すなわち小学校4～6年 生の間に1回 以上 は30日
以上の欠席 に匹敵す る 「不登校相 当」の経験 があった生徒 である。 この数字だけで考 えて も、中学
校1年 生になった時点では2倍 に しか増 えないこ とがわかる。反対 に、明 らかにそ うした経験がな
かった 「経験 な し」群 は21.5%に過 ぎず、残 る3割 近 くはなにが しかの兆候 を示 していた生徒 と考
え られ る。 そ うしたグ レー ゾーンを 「経験あ り」群に近 い と判断す るな ら、小学校 と中学校 の問に
ある とされ るギャップも1.3倍程度 の増加 で しかない と考 えることさえでき る。(7)
図1平 成13年度中1不登校生徒 小学校状況別構成比
さて、平成13年度の 「生徒調査」に よるも う一っ の重要な知見 は、こ うした 「経験 あ り」群 と 「経
験 な し」群 の間には、中学校1年 生時の休 み方 に大きな差 があるとい うことであった。 図2に 示 し
たのは、各群 の月別平均欠席 日数を累積的 に示 したものである。ここか ら分 かる とお り、「経験あ り」
群 の場合 には、4月か ら欠席が 目立ち始 め、5月 以降、その傾 向は増加 し、7月 には30日を超 える。
それ に対 して、「経験な し」群の場合 は、1学 期 の間は 「経験 あ り」群 の半分以下の欠席 日数 に とど
ま り、欠席が 目立ち始 めるのは9月 以降か らであ る。違 う形 で集計 してみ る と、「経験 あ り群 」の半
数 が7月 時点で30日以上 の欠席 に至 るのに対 し、同 じ時期 に30日以上欠席す る 「経験な し」群は1
割 に満 たない。つま り、未然防止の効果 とい う点 か ら言 うと、「経験 あ り」群に対 しては1学 期 当初
か らの対応 にこそ意 味があ り、夏休み に入 ってか らの対応 では既 に半分が手遅れ とい うことになっ
て しま う。 ところが、「経験な し」群 に対 しては、遅 くとも夏休みに入 る前までにきちん とした対応
を講 じていけば、未然 防止 としての効果 を十分 に期待 できる。 しか も、この休み方の傾 向は、不登
校 の 「きっかけ」や 「継続理由」によって変 わることはない。だか ら、 「きっかけ」や 「継続理 由」
の判断に 自信 が持てな くとも、対応 を開始すべ き適切 な時期は判 断できる。要す るに、小学校時の
時に欠席 が多 かったか どうか とい う情報だけで、 中学校1年 生 を不登校 にさせ ない未然防止 の対策
が適切に取れ るのである。
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図2平 成13年度中1不登校生徒 小学校状況別累積欠席日数(平均値)
平成13年度中1不登校 小学校状況別月別累積欠席日数(平均値)
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(6)提言 された対策
この他 に も、「経験な し」群 の生徒 には低学力の者 が多い、な どの知見 も踏 まえ、未然防止 に有効
と考 えられ る対策の素案 がま とめ られた。 そ して、平成15年2月には、調査に協力 して くれ た4県
に対 して この素案を提示 し、平成15年度の取組 に反映 しても らえるよ うに配慮 した。 これ によ り、
対策例の効果 の検証 も可能 に した。 ちなみに、この素案 の内容 を広 く普及す るべ くま とめ られたの
が、平成15年8月公表 の 『中1不 登校生徒調査(中 間報告)』である。
以下に示 したのは中学校の対策例 の概 要であるが、小学校 についても同様 の取組が提言 された。
①基礎 的情報 の収集 と分類
1)新中学1年 生の全生徒 にっいて、小学校4～6年 生時 の欠席状況 を入手す る(3月 末)
2)「経験 あ り」群 、 「経験 な し」群等 の分類 を行 ってお く(4月 初め)
※ 「不登校」以外 の欠席や 「別室登校」について も知 らせて もら う。
②対人関係へ の配慮
1)学級編成 を工夫す る(4月 初 め)
2)学級 開きでゲーム等 も交 えた 自己紹介を行 う(4月 初 め)
※ 「経験 あ り」群 、 「経験 な し」群 を考慮 して、学級編成や学級担任 を決定す る。
③チ0ム に よる対応
1)「経験あ り」群 の場合 、早期 に(た とえば、累積欠席 日数 が2日 になった時点で)対 応 チ
ーム(生 徒指導主事、養護教諭 、学級担任 、スクールカ ウンセ ラー等)を 発 足 させ る
2)本人や保護者 との対応 、その反応等 を記 した個人記録票 を作成す る
3)スクールカ ウンセ ラー等 による見立て(情 緒的混乱か否 か)を 行い、それ に応 じて適切な
対応責任者 を決定す る
4)週に1回 程度 のチーム会議 を行 う
※状況判断、 とるべ き対応 、その頻度 、等 を学級担任等の個人 まかせ に しない仕組み をつ く
る とともに、客観 的な事実 関係(記 録)に 基づいて対策 を講 じる。
④対人関係 の改善
1)苦手意識 を克服 させ る
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2)自己有用感 ・自己存在感 を獲得 させ る
※学級 とい う単位 に こだわ ることな く、異学年や小学生 との交流、職 場体験等 も利用す る。
⑤学習面の改善
1)「分かる」授業を実施す る
2)習熟度別 ・少人数 の授業 を実施す る
※ 「分かる」 とい う充実感 や達成感 を与え、基礎 ・基本 を確 実に身 にっ けさせ る。
⑥夏期休 業中の取組
1)欠席 が 目立っ生徒 に教育相談等 を行 う
2)学業不振の生徒 に補習授業を行 う
※夏季休業前か ら計画 し、ゆ とりを持って実施す る。
この対策例 が従来の一般的な予 防策 と大き く異な るのは、(1)前年度 までの欠席情報に基づいて子
どもを 「経験 あ り」群 と 「経験な し」群 に分 け、対象者 に応 じた具体的な取組 を提示 した、(2)欠席
者への対応 が不徹底 になった り、中断 した り、独善的になった りしない よ う、チーム対応 の具体的
な在 り方を提案 した、(3)教師が了 どもに寄 り添 えば問題 が解消す るかのよ うな個 々の教師の努力 を
促す提案 ではな く、子 どもに身に付 け させ るべ き能力、子 どもが育むべ き能力を明示 し、それ らを
獲得 させ るのが学校 の責任であ り、学校全体 で計画的に取 り組 むべきこ ととの視点 を提示 した、 こ
とにある。
(7)提言 された対策例の有効性
では、前項 で示 したよ うな未然 防止の対策 に取 り組 む ことで、実際に中学校1年 生の不登校は減
るのだろ うか。それを検証できるよ うに引き続 き行われ たのが、平成14年度 と15年度の 「中1不 登
校調査」(平成15～16年度 に実施)である。 平成15年度 に実施 された取組 によって、平成15年度の 中
学1年 生の不登校 生徒数 は平成14年度の数 よ りも減ったのか どうか。減 った とすれば 「経験 あ り」
群 が減ったのか、「経験な し」群 が減 ったのか。各学校 単位 で中学校1年 生の不登校生徒数 の増減 と
実際 に行 われた取組 との関連を確 かめた ところ、以下の ような点が明 らかになった。(8)
①提言 された対策例 に沿って一連 の対応(特 に、前項の①～③)に 取 り組 んだ学校 の多 くが、
中1の 不登校生徒数 を大 きく減 らす、少 ない数字 を維持す る、な どの成果をあげた。
②一連の対応 の中か ら断片的 にい くつかの対応 を行 うだけ(た とえば、前項 の③一1や③一3の
み とい った具合)に とどまった学校 の多 くが、中1の 不登校生徒数 を減 らす こ とができず 、
必ず しも成果 をあげなか った。
③ 「経験 あ り」群 を大 き く減 らした学校 で も、 「経験な し」群 向けの対応(前 項 の⑤や⑥一2な
ど)を欠いた場合、「経験な し」群の不登校が増える(あ るい は、減 らない)こ とがあった。
この よ うに、提言 された対策例 に沿 って一連 の未然防止 に取 り組む こ とで、中学校1年 生 の不登
校生徒数 を減 らす ことがで きることが裏付 け られた。
3.「中1不 登校調査」がもたらした変化
「中1不 登校調査 」をきっかけに、未然防止 の取組 、それ も小学校段階か ら始 めてい く未然防止
の取組 が、い くつかの都道府 県や市町村で始 め られた。 さらに、そ うした未然 防止 に取 り組む 中か
ら生まれてきた発展型 として、小学校 に対す る ソーシャル ワーカーの派遣 とい う対策 を挙 げるこ と
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もで きよ う。それは、不登校 になった児童 生徒 に対す る対応 を中心 としたスクールカ ウンセ ラーの
派遣 とい う事後対応 の発想ではな く、小学校段階か らの未然防止 を積極的に推 し進 めるためには家
庭 に対す る直接的な支援 が必要 とい う未然 防止 の発想 であ り、その究極の形 もと言 える。
実際、 この 「中1不 登校調査 」に協力す るな ど、一足早 く未然 防止 の意識 を高 めていた大 阪府 で
は、平成13年度の11,738名か ら14年度 には11,160名、そ して、15年度 に10,705名、16年度 に10,561
名、17年度 に10,129名、18年度 に9,456名と着実に数 を減 らし、平成19年度 には9,143名に至 ってい
る。全国 レベルの不登校児童生徒数 が増加 に転 じた平成18年度や19年度 も含 め、一貫 して不登校児
童生徒数 を減少 させ る ことに成功 してい るのである。
また、東海地方のある市では、平成19年度 に 「中1不 登校調査」の提案に従 った取組 を行 うこ と
によ り、不登校児童生徒数 を前年度 の106名か ら85名へ と大 きく減 らした。平成17年度小6の 不登校
数2名が平成18年度 中1で は15名増の17名となったのに対 し、平成18年度小6の 不登校数7名は平成
19年度中1で は5名増の12名に とどまったこ とに象徴 されている とお り、学年進行 に連れて増 えるの
が当然であったかの よ うな傾 向を改善す ることで、不登校児童生徒数 を減 らしたのであ る。
その一方 で、全国で最下位 を争 うほ どに不登校児童 生徒数の割合 の高い県がま とめた緊急提言に
は、「未然防止」の言葉 こそ踊ってはい るものの、その中身 は10年前 と変わ らない一般論 に終始 して
いる。不登校数が多い背景の分析 では、前年度 か ら継続 してい る児童生徒の割合 が全国的には下が
ってい るにもかかわ らず、その県では増加 してい るとの実態 を示 していなが ら、具体的に 「経験あ
り」群 と 「経験な し」群 に分けた取組等が提案 され るわけでもなけれ ば、事後 的な対応 と未然防止
の対策を区別 して取 り組 ませ る視点 も見 られ ない。
おわ りに
本稿 のね らいは、冒頭に も示 した とお り、「中1不 登校調査」の意味を再考す ることを通 して、都
道府県や 市町村、学校 に対 して、改 めて未然 防止の取組 を促す ことにある。事後的な 「不登校児童
生徒対応 」は大切な ことであ るが、それは不登校 になった児童生徒 のために行 われ るもので、不登
校児童生徒数 を減少 させ るための ものではない。実際、そ うした効果 が乏 しい ことは、 この数年の
間に不登校児童生徒数 が再び増加 に転 じた ところほど、強 く実感 してい るのではないだろ うか。本
稿 をきっかけに、改めて 「中1不 登校調査」の提言 を受 け とめ直 し、未然防止 のための 「不登校問
題対策」に 自覚的に取 り組む都道府県、市町村、学校 が増 えることを願 ってや まない。
注
(1)都道府県等をリー ドする立場にある国レベルの対応を見ても(平成4年報告を受けた平成4年9.月の文部省初等中等
教育局長通知 「登校拒否問題への対応について」)、学校の取組については予防的対応に言及 しているものの、都道府県
及び市町村教育委員会の取組については不登校児童生徒への対応が中心である。また、平成9年4月 発行の 『生徒指導
資料第22集』でも、たとえば第1章 冒頭においては 「登校拒否は特定の児童生徒の問題ではなく、どの児童生徒にも起
こり得るものであり、学校における予防的な対応を重視すべきである」と 「予防的」の語を用いつつも、「ここにい う、
登校拒否の予防的対応とは、学校が特別な教育活動を実施するとい うも のではなく、児童生徒の健全な育成を願って
日常の指導をより人間味豊かなものにしていくことである」と一般論の域を出ない。 この資料全体を見ても、不登校児
童生徒への対応は詳細かつ具体的に示されているが、予防的な取組については不登校に特化 しない一般的で具体性の乏
しい記述に終始している。
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(2)「スクールカウンセラーの増員で不登校を減らせると考えて施策を進めたが、それは間違いだった」との話を初めて
聞いたのは、平成ll年の12.月、某県の指導主事からであった。同様の話を、平成20年の1年間だけで、複数の市の教育
長から聞く機会があった。筆者は、スクールカウンセラーの役割や効用、関連事業の必要性を否定するつもりはない。
しかし、それが不登校の大幅な減少をもたらすかのような 「誤解」に近い認識は、正しく改められる必要があると考え
ている。
(3)よくある誤解だが、たとえ前年度に全欠状態にあった不登校児童生徒で、今年度も4月当初から欠席 していたとして
も、欠席 日数が30日を超えていない段階では不登校児童生徒ではない。彼 らが30日未満の欠席にとどまるようにする働
きかけは、今年度の不登校児童生徒数を抑える未然防止策の一つに他ならない。もちろん、30日を超える前後からの対
応は未然防止策にはならない。心理的なケアを行 うにしても、より早い段階から未然防止の観点によって行 うことが効
果的と言える。
(4)「不登校児童対応」と 「不登校問題対策」を明確に区別 して考える必要があるのは、同じ 「失業者」に関する対策で
も、失業者を救済するための 「雇用対策」と失業者を生まないための 「景気対策」を区別すべきであるのと似ていよう。
「景気対策」が進むことで 「雇用対策」が不要になることはあるが、いくら 「雇用対策」が進んでも 「景気対策」が不
要になるとは限らない。この両者が別次元の問題 として論じられるべきであるのと同様、同じ 「不登校」という共通点
だけで 「不登校児童対応」と 「不登校問題対策」を混同して論じてはならない。
(5)「中1不登校調査」の公表後に筆者が教育委員会を訪問 した際、前年度と前々年度の不登校児童生徒数のデータを出
してもらい、前年度の中1と前々年度の小6と いうように同一コホー ト間で不登校児童生徒数の推移をチェックして見
せた時、そ うした比較の方法や意味を初めて理解 したとい うところが何カ所もあった。それを考えれば、マスコミ報道
に振り回され、何も考えずに数字の増減に一喜一憂していただけの自治体は、日本全国に数多くあったものと推察でき
よう。
(6)平成15年8月に発表された 『中1不登校生徒調査(中 間報告)』の素案に当たる資料。
(7)ちなみに、こうした割合は、平成14年度、平成15年度の結果でもほぼ同様で、「経験あり」群は中学校1年 生で不登校
になった生徒の半数を占め、「経験なし」群は25%前後である。
(8)地域の影響を除外するため、同一市町内の学校間の差を検討した。詳細なデータについては、紙数の関係で省略する。
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